





































































































































1 新潟市 0.805 1.055
2 長岡市 -0.010 0.406
3 三条市 1.096 0.771
4 柏崎市 0.371 0.705
5 新発田市 0.046 -0.081
6 小千谷市 -0.394 -0.238
7 加茂市 0.780 0.826
8 十日町市 0.754 0.015
9 見附市 0.063 0.355
10 村上市 0.444 -0.095
11 燕市 0.760 0.705
12 糸魚川市 0.760 0.197
13 妙高市 -0.877 -1.363
14 五泉市 0.126 -0.454
15 上越市 0.553 0.671
16 阿賀野市 0.555 0.105
17 佐渡市 0.739 -0.466
18 魚沼市 -0.408 -1.076
19 南魚沼市 0.988 0.338
20 胎内市 0.994 0.968
21 聖籠町 -1.015 1.947
22 弥彦村 0.100 -0.466
23 田上町 -0.494 -0.981
24 阿賀町 0.647 -0.403
25 出雲崎町 -0.718 -1.569
26 湯沢町 -1.220 1.239
27 津南町 -0.354 -1.461
28 刈羽村 -3.948 1.727
29 関川村 -0.274 -1.296
30 粟島浦村 -0.869 -2.082
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　「財政の総合的な良さ」を表す第1主成分の主成分得点、すなわち財政の良
さについての総合指標に着目する。各自治体の第1主成分の主成分得点につい
て、昇順で並べたものが表3である。主成分得点の値が小さい方が「財政の総
合的な良さ」が大きいこととなり、主成分得点を昇順に並べることにより「財
政の総合的な良さ」の順位となる。
　第1主成分、すなわち「財政の総合的な良さ」を表す主成分において主成分
得点を算出した結果、刈羽村、湯沢町、聖籠町が特に大きく上位となった。
　新潟県内の自治体間格差についての分析が行われた田村［2007］では「新潟
県内の市町村の中で、湯沢町、聖籠町、そして刈羽村は財政的には別格であ
る」と論じられている（p.164）。しかしながら、その論拠として述べているも
のの中で、客観的な数値による論拠は「財政力指数」のみである。本研究にお
いて、「財政力指数」のみならず、多変量解析による複数の財政指標データの
総合的分析により、新潟県内市町村の中で、刈羽村、湯沢町、聖籠町が「財政
の総合的な良さ」において特に大きく上位にあるという点が確認された。
　出井［2015a］によれば、原子力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域
図1　主成分得点の散布図
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表3　各自治体における第1主成分の主成分得点（昇順）
自治体 第1主成分
1 刈羽村 -3.948
2 湯沢町 -1.220
3 聖籠町 -1.015
4 妙高市 -0.877
5 粟島浦村 -0.869
6 出雲崎町 -0.718
7 田上町 -0.494
8 魚沼市 -0.408
9 小千谷市 -0.394
10 津南町 -0.354
11 関川村 -0.274
12 長岡市 -0.010
13 新発田市 0.046
14 見附市 0.063
15 弥彦村 0.100
16 五泉市 0.126
17 柏崎市 0.371
18 村上市 0.444
19 上越市 0.553
20 阿賀野市 0.555
21 阿賀町 0.647
22 佐渡市 0.739
23 十日町市 0.754
24 燕市 0.760
24 糸魚川市 0.760
26 加茂市 0.780
27 新潟市 0.805
28 南魚沼市 0.988
29 胎内市 0.994
30 三条市 1.096
注）網掛け部分については「平成の合併」1）における合併市町村
1）1999年度から2004年度までは合併特例債などの手厚い財政支援措置により、また、2005年度から
2009年度までは国・都道府県の積極的な関与により推進され、2010年3月をもって「一区切り」と
なった市町村合併を「平成の合併」という（総務省[2010]）。「平成の大合併」とよばれることも多
い。
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を有する市町村については、それらからもたらされる固定資産税の税収効果が
大きいという財政構造上の特徴がある。刈羽村、湯沢町、聖籠町については、
まさにそれぞれ原子力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域を有してお
り、このような財政上の強みとなる地域特性を有している自治体が「財政の総
合的な良さ」の大きい自治体となっているということである。
　刈羽村は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第1位であった。
刈羽村については、東京電力の柏崎刈羽原子力発電所を有しており、当原子力
関連施設に課税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。刈羽村の
2017年度の地方税収入は2,414,081千円であるが、うち固定資産税収入は
2,053,262千円にものぼり、地方税収入に占める割合は85.1％である。特に刈羽
村においては他を離しての第1位となっており、原子力関連施設の税収効果が
いかに大きいかが分かる。
　湯沢町は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第2位であった。
湯沢町については、日本有数の観光・リゾート地であり、多くの観光・リゾー
ト・施設に課税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。湯沢町の
2017年度の地方税収入は3,755,369千円であるが、うち固定資産税収入は
2,914,267千円にものぼり、地方税収入に占める割合は77.6％である。
　聖籠町は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第3位であった。
聖籠町については、工業港である新潟東港を有しており、当地域の諸施設に課
税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。聖籠町の2017年度の
地方税収入は4,379,172千円であるが、うち固定資産税収入は3,282,720千円に
ものぼり、地方税収入に占める割合は75.0％である。
　また、市町村合併に着目すると、「財政の総合的な良さ」を表す主成分得点
において、合併市町村の大半が下位を占め、反対に非合併市町村については大
半が上位を占める結果となった。なお、刈羽村、湯沢町、聖籠町も非合併市町
村である。
３　おわりに
　本稿では、新潟県内市町村の財政指標データを用いて、多変量解析である主
成分分析を行い、自治体財政の総合的分析を行ってきた。
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　本稿で得た主な知見は以下のとおりである。新潟県内市町村の財政指標デー
タの主成分分析より、「財政の総合的な良さ」を示す主成分を析出した。そし
てその主成分得点、すなわち財政の良さについての総合指標を算出した結果、
刈羽村、湯沢町、聖籠町が「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において
特に大きく上位となった。刈羽村、湯沢町、聖籠町については、それぞれ原子
力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域と、財政上の強みとなる地域特
性を有しており、これらの地域特性からもたらされる固定資産税の収入が大き
い財政構造にある。また、非合併市町村の方が合併市町村よりも「財政の総合
的な良さ」を示す主成分得点が高い傾向にあることが明らかになった。
　自治体財政の健全化のためには、財政分析を絶えず高度化させながら、分析
を積み重ねていくことが重要である。本稿では多変量解析の一つである主成分
分析の手法を用いて新潟県内市町村についての総合的な財政分析を行ったとこ
ろであるが、総合的な財政分析については、他にも様々な分析手法の可能性が
考えられる。加えて分析事例もさらに蓄積させる余地が残されている。以上に
ついては今後に残された課題である。
　自治体財政の健全化に向け、研究と実務の両方において、自治体財政の総合
的分析のさらなる進展が期待される。研究における進展については筆者に課せ
られた課題でもある。
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